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地域活性化に向けて 
（参考資料） 

平成25年3月26日 
内閣府 



海外現地生産比率及び対外直接投資の推移 

• 我が国企業の海外事業活動の現状をみると、我が国の海外生産比率は円高等を背景に上昇傾向
で推移しており、対外直接投資は近年拡大している。一方で国内投資や国内就業者数、国内生産
額は伸び悩んでいる。 

海外現地生産比率 の推移 
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国内投資 と 対外直接投資 の推移 

業種別の 就業者数 の推移 

出典：経済産業省「通商白書」 

製造業の業種別生産額 （名目）の推移 

備考：日本標準産業分類の改定により、2002年の前後でデータは非連続である。  
     日本の2011年のデータは、岩手県、宮城県及び福島県の結果について   
           補完的な推計を行い、それに基づいて算出したもの。 
資料：総務省「労働力調査」から作成 

※ 

※海外現地生産比率＝海外現地生産による生産高／（国内生産による生産高＋海外現地生産による生産高） 
 

１．グローバル化の進展 
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訪日外国人観光客数推移 

（JNTO 訪日外客訪問地調査） 

訪日外国人観光客の推移 

• 訪日外国人観光客はリーマンショックや東日本大震災の影響による減少が見られるものの、近年
増加傾向を示している． 

• 訪日外国人観光客の訪問率は東京、大阪、京都等が高くなっているが、近年の伸び率では山形、
北海道、岐阜等が大きな伸びを示している。 

都道府県別訪日外国人訪問率とその伸び率 

（観光庁 観光白書） ※訪問率：インタビュー調査回答者のうち当該地域を訪れたと回答した率 
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１．内閣府「国民経済計算」より作成。 

（年） 

• 産業構造の変化を就業者数でみると、製造業、建設業、農業が減少し、サービス業が大きく増加、
卸・小売業は横ばいである。 

産業別就業者の変化 
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２．産業構造の変化 



地域別就業構造（2005年及び2010年） 
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総務省「国勢調査」より作成。 

7.7  

7.2  

9.7  

8.3  

8.1  

6.6  

1.5  

1.2  

3.7  

3.0  

4.2  

3.5  

2.2  

1.8  

6.4  

5.0  

9.6  

8.3  

8.1  

7.0  

5.9  

5.0  

10.5  

8.9  

10.4  

9.3  

8.6  

7.5  

7.7  

6.6  

8.3  

7.3  

10.2  

9.0  

7.9  

6.6  

9.7  

8.2  

9.9  

8.3  

9.7  

8.2  

11.3  

9.2  

8.4  

8.1  

16.8  

16.3  

22.7  

21.7  

14.5  

12.6  

26.0  

24.5  

22.2  

21.5  

18.7  

17.2  

17.5  

17.1  

14.6  

14.4  

12.3  

12.1  

4.9  

4.8  

5.6  

5.9  

4.4  

5.0  

4.4  

4.9  

5.7  

5.8  

5.0  

5.4  

4.2  

4.6  

5.3  

5.6  

4.9  

5.3  

4.3  

4.8  

4.8  

5.1  

4.8  

4.9  

18.5  

16.7  

17.6  

16.7  

16.0  

15.2  

17.9  

16.2  

17.2  

16.0  

17.3  

16.2  

19.1  

17.3  

18.0  

16.6  

17.9  

16.8  

18.8  

17.1  

17.8  

14.9  

5.8  

6.2  

4.8  

5.5  

5.1  

5.7  

5.4  

5.8  

5.1  

5.7  

5.0  

5.6  

5.5  

5.9  

4.5  

5.3  

4.6  

5.5  

5.2  

5.8  

8.1  

8.1  

9.9  

11.6  

8.8  

10.9  

7.8  

9.6  

7.4  

8.5  

7.3  

8.8  

9.2  

11.1  

9.2  

10.8  

10.2  

12.2  

11.1  

13.2  

11.4  

13.3  

11.0  

12.1  

33.5  

35.2  

27.3  

28.1  

27.2  

28.8  

39.8  

43.3  

27.3  

29.2  

27.6  

28.6  

32.0  

34.8  

28.8  

30.3  

28.0  

28.8  

29.8  

31.2  

36.2  

41.0  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

(2005)

(2010)

北
海
道
 

東
北
 

北
関
東
 

南
関
東
 

東
海
 

北
陸
 

近
畿
 

中
国
 

四
国
 

九
州
 

沖
縄
 

農林業、漁業 建設業 製造業 運輸業，郵便業 卸売業，小売業 宿泊業，飲食サービス業 医療，福祉 その他 



6 

１人当たり県民所得と人口増加率 （平成２１年度） 

（出典）内閣府「地域の経済2012－集積を活かした地域づくり－」 
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y= 0.0007x - 2.0342 
R² = 0.3622 

※ 

※ 人口の増加は、出生数と死亡数の差である自然増減と、流入数と流出数の差である社会増減で構成される。 
   （人口増減） ＝ （自然増減） ＋ （社会増減） ＝ （出生数 － 死亡数） ＋ （流入数 － 流出数） 

３．地域の経済・財政の状況 



出典：内閣府「地域経済2012」 

高度人材と労働生産性の関係 

7 



出典：内閣府「地域経済2012」 

ＩＴ人材と労働生産性の関係 
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財政力指数：地方公共団体の財政力を示す指数で、基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去3年間の平均値。 
         財政力指数が高いほど、普通交付税算定上の留保財源が大きいことになり、財源に余裕があるといえる。 

地方公共団体の財政力指数の状況（平成22年度） 
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出典：総務省 「地方財政の状況」及び「地方公共団体の主要財政指標一覧」より作成。 

市町村（団体規模別） 都道府県

政令指定都市 0.87 東京都 1.16

中核市 0.80 愛知県 1.00

特例市 0.88 神奈川県 0.94

中都市 0.82
… …

小都市 0.58 鳥取県 0.26

町村（人口1万人以上） 0.54 高知県 0.24

町村（人口1万人未満） 0.29 島根県 0.24

平均 0.49

※市町村の数値は単純平均。



※「三大都市圏（既成市街地）＝首都圏・近畿圏・中京圏の既成市街地。 
  「県庁所在都市」＝三大都市圏を除く、道県庁を有する市町村。 
  「人口10万人クラス」＝三大都市圏、県庁所在都市を除く、人口5万人～15万人の市町村。 

出典：2005年以前 国勢調査 
     2010年以降 国立社会保障・人口問題研究所調べ（平成24年１月推計） 

地方都市の現状 
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４．人口減少とスプロール化の進展 



中心市街地の居住人口の推移 

※市中心部の人口：３ｋｍ×３ｋｍにおける人口 
 
注）三大都市圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、奈 
       良県）以外の地域における人口２０万人以上の都市（新潟市、静岡市、浜松市、岡山市、 
       熊 本市以外の政令指定都市を除く）を対象として国勢調査を集計． 
 
                           出所：国土交通省「中心市街地活性化基本計画データベース」 

 
人口規模別地方都市中心部の人口※の推移 

• 地方都市の市中心部における人口は、実数・シェアともに一貫して減少傾向． 
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※「三大都市圏（既成市街地）＝首都圏・近畿圏・中京圏の既成市街地。 
  「県庁所在都市」＝三大都市圏を除く、道県庁を有する市町村。 
  「人口10万人クラス」＝三大都市圏、県庁所在都市を除く、人口5万人～15万人の市町村。 

出典：「医療」は住宅・土地統計調査 「食料品」は農林水産政策研究所 
     「空き家率」総務省 住宅・土地統計調査 
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５．更新期を迎える既存ストックの増大 

   出典：国土交通省資料 

○ 我が国の社会資本は急速に老朽化。道路橋で言えば20年後には建設後50年以上経過した

橋が６割を超える。 

名古屋市 
下水管きょに起因した 
道路陥没（2009年） 


